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株式会社日立システムズエンジニアリングサービス

代表取締役取締役社長　桑原　俊夫

 １．貸借対照表

(単位：千円)

2023年度 2022年度

(ご参考)

2023年度 2022年度

(ご参考)
(2024年3月31日現在) (2023年3月31日現在) (2024年3月31日現在) (2023年3月31日現在)

(負　債　の　部)
19,299,957 16,884,114 8,563,337 7,576,616

現金及び預金 30,961 31,268 買掛金 1,820,255 1,687,023

売掛金 6,460,922 5,681,616 未払法人税等 824,755 724,408

契約資産 58,268 248,771 未払消費税等 705,843 338,267

商品 1 7 34 未払金 987,866 983,084

仕掛品 1 88,006 43,606 未払費用 4,033,864 3,749,406

預け金 12,639,288 10,860,258 契約負債 3,950 4,350

その他 22,503 18,557 預り金 166,002 86,577

受注損失引当金 3 20,800 3,500

2,009,636 1,943,680 82,710 78,245

有形固定資産 2,6 138,722 159,765 退職給付引当金 3 4,577 1,143

建物 111,750 124,030 資産除去債務 78,133 77,101

工具器具備品 26,971 35,735

8,646,048 7,654,861

無形固定資産 2 133,599 148,579

施設利用権 1,747 1,747 (純 資 産 の 部)

ソフトウェア 131,852 146,832 12,663,545 11,172,933

資本金 9 250,000 250,000

投資その他の資産 1,737,315 1,635,334

差入敷金保証金 135,804 135,804 資本剰余金 260,063 260,063

長期前払費用 27,198 3,495 資本準備金 150,000 150,000

前払年金費用 3 527,497 521,856 その他資本剰余金 110,063 110,063

ゴルフ会員権 9,574 7,974

繰延税金資産 1,037,240 966,204 利益剰余金 12,153,481 10,662,869

利益準備金 53,060 53,060

その他利益剰余金 12,100,421 10,609,809

 別途積立金 5,151,600 5,151,600

 繰越利益剰余金 6,948,821 5,458,209

12,663,545 11,172,933

21,309,594 18,827,795 21,309,594 18,827,795

第５５期　決算公告

2024年5月29日

固定負債

資産合計

科　　目

負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計

株主資本

固定資産

注記

番号

(資　産　の　部)

科　　目

流動負債流動資産

注記

番号
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 ２．損益計算書

(単位：千円)

4

4

売上総利益

営業利益

( 受取利息 ) 1,153 ) 6,854 )

( 雑収益 )           - ) 10 )

( 資産処分損 ) 2,313 ) 4,204 )

( 雑損失 ) 113 ) 421 )

経常利益

( )           - ) 632,555 )

( ) 94,847 ) 126,209 )

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

退職給付制度改訂損

営業外収益

販売費及び一般管理費

特別損失

特別利益

特別退職金

科　　目 注記番号

売上高

売上原価

営業外費用

2022年度

(ご参考)
自 2022年4月 1日

至 2023年3月31日

36,800,765

28,483,271

8,317,493

3,734,772

4,582,720

6,865

(

(

4,626

1,437,077

△ 231,283

2,620,399

(

(

4,584,959

-

758,764

(

(

3,826,194

2023年度

自 2023年4月 1日

至 2024年3月31日

39,210,381

30,201,510

9,008,871

3,952,289

5,056,582

1,153

(

(

2,426

1,496,696

△ 71,036

3,534,802

(

(

5,055,309

-

94,847

(

(

4,960,462
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 ３．株主資本等変動計算書　　（自 2023年4月1日　　至 2024年3月31日）

(単位：千円)

区　　分

当期首残高 250,000 150,000 110,063 53,060 5,151,600 5,458,209 11,172,933 11,172,933

当期変動額

 剰余金の配当 10 △ 2,044,190 △ 2,044,190 △ 2,044,190

 当期純利益 3,534,802 3,534,802 3,534,802

当期変動額合計 1,490,612 1,490,612 1,490,612

当期末残高 250,000 150,000 110,063 53,060 5,151,600 6,948,821 12,663,545 12,663,545

繰越利益
剰余金

株主資本
合計

純資産
合計

株　主　資　本

資本金
資本

準備金
利益

準備金

利益剰余金

その他利益剰余金その他
資本

剰余金

資本剰余金

別途
積立金

注
記
番
号
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 ４．個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 棚卸資産の評価方法及び評価基準  

　 商　品･･･移動平均法による原価法　　仕掛品･･･個別法による原価法

　 なお、収益性が低下した棚卸資産について、帳簿価額を切り下げている。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産の減価償却方法は定額法によっている。

(2)無形固定資産の減価償却方法は定額法によっている。

　 なお、市場販売目的のソフトウェアについては、販売可能な有効期間(3年以内)に基づく定額法及び

　 見込販売収益による償却額と残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却

　 する方法を採用している。

　 また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用

　 している。

3. 引当金の計上基準

(1)受注損失引当金は、工事契約及び情報サービスの請負契約に係る開発等の案件の将来の損失に

　 備えるため、翌期以降の損失見込額を計上している。

(2)退職給付引当金は、退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

　 基づき計上している。

　 なお、数理計算上の差異については、発生の翌期より、会計基準に基づく一定の年数で定額償却している。

　 過去勤務費用については、当該発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による

　 定額法により費用処理している。

　 なお、年金資産の額が退職給付債務から数理計算上の差異等を加減した額を超える場合には、

　 前払年金費用として投資その他の資産に計上している。

4. 収益及び費用の計上基準

   当社は以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識している。

   ステップ1：顧客との契約を識別する。

   ステップ2：契約における履行義務を識別する。

   ステップ3：取引価格を算定する。

   ステップ4：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

   ステップ5：履行義務を充足した時点で(または充足するにつれて)収益を認識する。

   当社では、システム運用サービス事業、システム開発事業、システム基盤設計・構築事業等を行っている。

   システム運用サービス事業ではシステムの運用及び監視等を行っている。システム開発事業ではシステム、

   ソフトウェアの設計及び開発等を行っている。システム基盤設計・構築事業ではサーバー、ネットワーク

   の設計構築等を行っている。

   システム等の設計、開発、運用、監視等は、一定期間に亘り履行義務が充足される。このため、発生原価または

   サービス提供期間等によって測定された進捗度を用いてサービス提供期間に亘り収益を認識している。

   各事業に付随して発生する情報関連機器等の販売等は、これらの製品が顧客に引き渡された時点に

   履行義務が充足されるため、製品が顧客に引き渡された時点で収益を認識している。

   取引価格は、製品またはサービスを顧客に提供することにより、当社が権利を得ると見込む対価に基づいて

   測定しており、値引き等は認識した収益の累計額の重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲で収益を

   認識している。対価の支払条件は、通常、製品またはサービスを顧客に提供した後、短期間で支払期日が到来し、

   契約には重要な金融要素は含まれていない。

5. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（貸借対照表に関する注記）

6. 有形固定資産の減価償却累計額

7. 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権

短期金銭債務

219,898千円

17,449,021千円

900,471千円
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（損益計算書に関する注記）

8. 関係会社との取引高

売上高

仕入高

営業取引以外の取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

9. 当期末日における発行済株式の数　　917,500株

10. 剰余金の配当

(1)2023年6月7日の定時株主総会における配当決議

　・配当金の総額　      　850,522千円 ・基準日   　　 2023年 3月31日

　・一株当たりの配当金 　　　　 927円 ・効力発生日    2023年 6月 8日

(2)2023年10月25日の取締役会における配当決議

　・配当金の総額　      　1,193,667千円 ・基準日   　　 2023年 9月30日

　・一株当たりの配当金  　　　　1,301円 ・効力発生日    2023年11月30日

(3)2024年5月28日開催の定時株主総会における配当付議予定

　・配当金の総額　      　1,271,655千円 ・基準日   　　 2024年 3月31日

　・一株当たりの配当金 　　　　 1,386円 ・効力発生日    2024年 5月29日

　・配当の原資　　　　　　利益剰余金

（一株当たり情報に関する注記）

11. 一株当たり純資産額　　13,802円23銭　　一株当たり当期純利益　3,852円65銭

（その他の注記）

12. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。

31,128,860千円

1,335,004千円

692,062千円
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